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図 2.5.1-2 水深，伝播時間および伝播経路 

格子間隔Δx＝50m 格子間隔Δx＝400m 

格子間隔Δx＝800m 
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図 2.5.1-3 津波伝播経路沿いの最大水位上昇量と格子間隔の関係 
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     図 2.5.2-2 格子分割例 
 

2.5.2 評価地点周辺の海域 

(1)港湾（稲垣ら(2001)） 
原子力発電所の専用港を想定して，格子分割間隔が港内の岸壁等における最大水位上昇量

に与える影響について後藤の方法を用いて感度解析を行い，格子分割に関して得られた知見

を以下に示す。 
 

 1)検討条件 

 主な検討条件を表 2.5.2-1 に示す。 
       表 2.5.2-1 主な検討条件 

項  目 内     容 
対象地形 一般的な港湾（図 2.5.2-1） 

計算領域 岸沖方向：3000m，汀線平行方

向：6000m 
水深 10m（一様） 

格子間隔 

25，50，75，150m 
防波堤の形状は最大格子(150m)
による近似に合わせた場合と，そ

れぞれの格子間隔で最良な近似を

施した場合の両者について検討。

入射波の振幅・波形
片振幅 2m の正弦波を初期波形と

して沖に与える。 
入射波の周期 5，10，20 分 
入射方向 汀線に直交 
渦動粘性係数 0m2/s 
マニング粗度係数 n：0.03m-1/3･s 

境界条件 陸岸・防波堤：完全反射 
開境界：自由透過 

 

 

図 2.5.2-1 港湾形状 
 

Δx＝50m 
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2)感度解析結果 

 ①流動パターンおよび最大水位上昇量の比較 
計算開始 6 分後の流速分布と水位分布を併せて図 2.5.2-3 に示す。また，港湾内の代表地

点における最大水位上昇量を比較して図 2.5.2-4 に，最大水位上昇量分布を図 2.5.2-5 にそ

れぞれ示す。さらに，港口中央部における水位・流向・流速の時系列を図 2.5.2-6 に示す。

これらの計算結果から， 
・港内の水位は格子間隔が大きいほど高く，特に港口部を一格子でモデル化した場合

（Δx=150m）は，その傾向が顕著である 
・流速ベクトルと水位分布に着目すると，港口部周辺では格子間隔が小さいほど複雑

な流動パターンとなり，水位分布の特徴も流動パターンの相違と調和的である 
・港口中央部の水位・流速の時系列は，格子間隔を 75m 以下とした場合の相違はそれ

程顕著ではないが，流速分布パターンには明らかに相違がある 
・流向については表示上の制約から格子間隔が 25m および 150m の場合について比較

したが，両者の位相は大きく異なっている 
等の特徴が見られる。格子間隔が小さい方が港内の水位が低くなるのは，格子間隔が小さい

ほど港口部の渦とそれに伴う死水域が顕著となり，主流部の流入幅が狭くなって津波に伴う

流れの進入が阻害されるためと思われる。 
以上の解析結果から判断して，一波長当たりの格子間隔が基本的な条件を満足する場合で

も（このモデルでは，格子間隔を 150m，入射波周期を 5 分とした場合でも一波長当たりの

格子数は 20），港口幅に比べて相対的に大きい格子幅とした場合は流動パターンに大きな制

約を受けるため，港口幅の 1/5 程度の格子間隔で港湾部周辺をモデル化することが望ましい。 
         計算開始 6 分後 

格子間隔Δx：150m  格子間隔Δx：75m  格子間隔Δx：50m  格子間隔Δx：25m 

   図 2.5.2-3 流速ベクトルと水位分布（入射波周期 5 分の場合）   単位：ｍ 
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図 2.5.2-4 格子間隔 25m の場合を基準とした最大水位上昇量の比較 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

        単位：m 
図 2.5.2-5 最大水位上昇量分布の比較（入射波周期 上段:5 分，中段:10 分，下段:20 分） 
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Δx 25m  Δx 50m   Δx 75m  Δx 150m 
格子間隔 

Δx 25m  Δx 50m   Δx 75m  Δx 150m 
格子間隔 

Δx 25m  Δx 50m   Δx 75m  Δx 150m 
格子間隔 

最大水位上昇量分布 
 格子間隔Δx：150m  格子間隔Δx：75m  格子間隔Δx：50m  格子間隔Δx：25m 
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出力位置

   

図 2.5.2-6 港口中央部の水位・流向・流速の時系列（入射波周期 5 分の場合） 

 
 ②それぞれの格子間隔で港湾を表現した場合 
 現実にはある判断のもとに港湾を表す格子モデルを作成し用いている。そのため，それぞ

れの格子間隔を用いて港湾を表現するモデル化を行って相互の相違について比較した。計算

結果は，計算開始後 6 分の流速分布および水位分布を図 2.5.2-7 に，港湾内の代表地点にお

ける最大水位上昇量を比較して図 2.5.2-8 および表 2.5.2-2 にそれぞれ示す。また，最大水

位上昇・下降量分布を図 2.5.2-9 に示す。これらの計算結果を比較し，以下の知見を得た。 
・最大水位上昇量はそれぞれの格子間隔で港湾を表現した場合の方が大きい（波の出

入りがなめらかになる）。 
・全体として 25m 格子の場合の方が最大水位上昇量が低い傾向にあるが，入射波周期

港湾入り口 

   Δx=25m 

      Δx=150m 

Δx=25m 
Δx=50m 
Δx=75m 
Δx=150m 
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5 分では逆の傾向がみえる（港口部，岸壁前）。周期が短い場合は最大水位上昇量の

空間分布の変化が著しいため，定点ではそのような傾向が見られることがあるが，

全体としての分布は必ずしも矛盾するとは言えない。 
・入射波周期が短く格子間隔が小さいほど，港内の最大水位上昇・下降量分布は場所

的な変化が著しくなるため，重要施設の港内配置等を考慮して詳細な格子分割を行

うことが重要である。 

  
図 2.5.2-7  流速ベクトルと水位分布 図 2.5.2-8 格子間隔 25m の場合を基準

  （入射波周期 5 分の場合） とした最大水位上昇量の比較

 
        

 

表 2.5.2-2 格子モデル毎の最大水位上昇量の変化率 

           （それぞれの格子間隔で港湾をモデル化／同一形状モデル） 
 
地点 

T=5 分 T=10 分 T=20 分 
格 子 間 隔(m) 

25 50 75 25 50 75 25 50 75
港口部 1.14 1.06 1.12 1.12 1.13 1.21 1.06 1.07 1.09
中央部 1.22 1.07 1.10 1.05 1.07 1.11 1.02 1.04 1.06
岸壁部 1.31 1.11 1.14 1.05 1.04 1.08 1.04 1.04 1.04

 

T=5 分
T=10 分
T=20 分

T=5 分
T=10 分
T=20 分

T=5 分
T=10 分
T=20 分

計算開始 6 分後 
格子間隔Δx：150m  格子間隔Δx：75m  格子間隔Δx：50m  格子間隔Δx：25m 

Δx 25m Δx 50m  Δx 75m Δx 150m
格子間隔 

Δx 25m Δx 50m  Δx 75m Δx 150m
格子間隔 

Δx 25m Δx 50m  Δx 75m Δx 150m
格子間隔 
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最大水位上昇量の分布
格子間隔Δx：150m 格子間隔Δx：75m 格子間隔Δx：50m 格子間隔Δx：25m 

最大水位下降量の分布
格子間隔Δx：150m 格子間隔Δx：75m 格子間隔Δx：50m 格子間隔Δx：25m 

 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
       

                       図 2.5.2-9 最大水位上昇・下降量分布の比較 

                （入射波周期 上段：5 分，中段：10 分，下段：20 分） 
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(2)V 字状湾（稲垣ら(2001)） 
 歴史津波の痕跡高には，リアス式海岸域の V 字状の小湾で周辺に比べて一際大きい値が

見られることがある。このような痕跡高を再現するためには，少なくとも詳細な格子モデル

を用いる必要がある。また，粗な格子モデルで再現性を得るために断層すべり量を調整する

ことは却ってすべり量の過大評価が危惧されるため，不適切な格子を用いた海域は再現性の

評価対象から除外すべきである。 
このような背景から，高波高が生じると思われる V 字状の小湾を対象に，後藤の方法を

用いて感度解析を行い，格子分割に関して得られた知見を以下に示す。 
 

 1)検討条件 

 検討条件の概要を表 2.5.2-3 および図 2.5.2-10 に示す。 
表 2.5.2-3 検討条件 

 項  目 内     容 
湾奥行き l  1000m 2000m 4000m 
湾口幅 B 2000m
B／ l  2 1 0.5 
湾の海底勾配 1/20 1/40 1/80 
格子間隔 25，50，100，200 および 400m 
入射波の振幅・波形 片振幅 2m の正弦波を初期波形として沖に与える 
入射波の周期 5，7.5，10，15，20 分 
渦動粘性係数 0m2/s
マニング粗度係数 n：0.03m-1/3･s 
境界条件 陸岸：完全反射，開境界：自由透過 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           

 
 

図 2.5.2-10 V 字状湾地形 

図 2.5.2-11 格子分割（Δx=100m） 

10km 
B 

l 

h=50m 

l =1000m 

l =2000m 

l =4000m 
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参考として，格子間隔を 100m とした場合の格子モデルを図 2.5.2-11 に示す。また，梶

浦(1963)によれば，湾水振動の特性について検討する場合，湾口部面積が外海の全断面積

の 0.1～0.2 のところで議論する必要があるとしている。ここでは，事前に外海の幅を変え

て湾口部および湾奥部の最大水位上昇量について比較した結果，面積比を 0.2 としても外

海の影響を受けないことを確認した。いま，沖波を初期波形として一波だけ想定している

ため，この比率が比較的大きい値でも影響が見られなかったものと思われる。 
 
 2)比較計算結果 

計算結果を整理するために，以下に示す変数を活用する。 
        湾内平均波長      ：Lv(=T･(g･h/2)1/2) 

        湾中央部より奥の平均波長：Lo(=T･(g･h/4)1/2) 
ここに，T：入射波周期，g：重力加速度，h：湾口水深とし， l：湾口～湾奥の距離，        

Δx：空間格子間隔である。 
 また，最小格子間隔(25m)による最大水位上昇量を収束値として計算結果を整理した。格

子間隔と最大水位上昇量の関係に見られる特徴を以下に示す。 
 
 ①湾内の最大水位上昇量分布 

 湾内の最大水位上昇量は，ほとんどの場合，湾の形状および入射波長の如何に関わ

らず湾中央部よりも奥で大きく増幅する傾向にある。ただし，湾内平均波長 Lv と湾奥

までの距離 lの比 Lv／ lが 20 程度の場合は湾全体としてほとんど増幅しない。入力波

の波長や湾奥長さ lが異なっても，Lv／ lが同一となるケースでは（例えば l =1000m：

T=5 分， l =2000m：T=10 分， l =4000m：T=20 分）最大水位上昇量は水平距離を無

次元化してみればほぼ同一となる（図 2.5.2-12）。 

 ②湾口～中央部の最大水位上昇量分布 

ここに設定したような格子サイズの範囲では最大水位上昇量は大きく変化せず，格

子サイズΔx を湾内平均波長の 1／40 程度とすれば Lv／ lの値に係わらず 5%程度の誤

差で計算することが出来る（図 2.5.2-13）。 

 ③湾奥の最大水位上昇量 

 湾口～湾奥距離 lと湾内平均波長 Lv との関係に大きく依存する（図 2.5.2-14～16）。 
・Lv／ l＜6 の場合 

 入射波は湾奥で急激に増幅し，格子サイズによって計算結果は大幅に変化する。

湾中央部から徐々に格子を密にし，湾奥部では Lo の 1/100 以下の格子サイズが必

要になることがある。 

  ・6≦Lv／ l＜10 の場合 

 入射波の増幅は湾奥でやや急になるが Lo の 1/50 程度の格子サイズを湾奥部で

用いれば 5%程度の計算誤差におさめることが可能である。 
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   ・10≦Lv／ lの場合 

入射波の増幅は緩やかで，湾奥部では湾中央部より奥における平均波長 Lo の

1/40 程度の格子サイズとすれば 5%以内の誤差で計算することが出来る。 

 

図 2.5.2-12 湾口～湾奥縦断沿いの最大水位上昇量分布の比較 
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Δx=  25m 
Δx=  50m 
Δx=100m 
Δx=200m 
Δx=400m 

Δx=  25m
Δx=  50m
Δx=100m
Δx=200m
Δx=400m

 
図 2.5.2-13 湾中央部における最大水位上

昇量の誤差と格子間隔の関係

図 2.5.2-14 湾奥部における最大水位上昇量の

誤差と格子間隔の関係 

（Lv／ l＜6 の場合） 
  

注） ηv：湾中央部における最大水位上昇量, ηv25：Δx=25m の場合の湾中央部における最大水位上昇量 

ηo：湾奥における最大水位上昇量,     ηo25：Δx=25m の場合の湾奥における最大水位上昇量 

 

(3)遡上域 
 遡上計算の場合の波先端付近については，格子間隔をΔx，周期を T，斜面勾配をαとす

ると，Δx/αgT2＜4×10-4 を満足するように格子間隔を与える必要がある（Goto and 
Shuto(1983)），などの知見が得られている。ここでは，浅海域から遡上域の範囲に着目し

て格子間隔に関する感度解析を行い，これらの領域で用いられている格子間隔が含んでいる

と思われる誤差に関する目安を得る。 
 

1)基礎方程式と数値計算スキーム 

 ①基礎方程式 

  以下の基礎方程式を用いる。 
  ・連続式                     

図2.5.2-15 湾奥部における最大水位上昇量
の誤差と格子間隔の関係  

    （6≦Lv／ l＜10 の場合）

図 2.5.2-16 湾奥部における最大水位上昇量
の誤差と格子間隔の関係 

        （10≦Lv／ lの場合） 

Δx=  25m 
Δx=  50m 
Δx=100m 
Δx=200m 
Δx=400m 

Δx=  25m
Δx=  50m
Δx=100m 
Δx=200m 
Δx=400m

Lv／Δx Lo／Δx 

Lo／Δx Lo／Δx 
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水深 5m で鉛直壁とする

完全反射の場合も想定。 

2a 

初期波形（正弦波） 

水深 h=50m，100m，200m L 

h=50m ：L= 6640m（周期 5 分の１波長）

h=100m：L= 9390m（ 〃 ） 
h=200m：L=13280m（ 〃 ） 

   0=
∂
∂

+
∂
∂

x
M

t
η

 

  ・運動方程式 

   0)/( 2
3/12

2

=+
∂
∂

+⎟⎟
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⎞
⎜⎜
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⎛
∂
∂

+
∂
∂
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gD
D

M
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M η  

ここに，x：静水面にとった空間座標，h：静水深，D：D=h+η で表される全水深，t：
時間座標，g：重力加速度，M：x 方向の線流量，η：静水面からの水位変動，n：マニング

の粗度係数である。 

 

 ②数値計算スキーム 

  スタッガードリープフロッグ法を基本とし，移流項は一次風上差分を用いる。 
 
 2)検討条件 

  
 
 
 

 

 
図 2.5.2-17 初期波形と対象地形 

 

図 2.5.2-17 に示す一様水深の一次元水路と岸側斜面を対象とする。入射波は片振幅 2a の

正弦波を初期波形として与え，この初期波形が岸・沖方向にそれぞれ片振幅 a の正弦波と

して伝播することにより与える。また，沖側には十分な伝播距離を設定し計算に雑音が入ら

ないように配慮した。 
 検討条件を表 2.5.2-4 に示す。なお，波先端での格子間隔について Goto and Shuto(1983)
によれば，5%以内の誤差を許容するとした場合，周期 3 分でΔx=1.27m，周期 5 分でΔ

x=3.53m，周期 10 分でΔx=14.13m にとる必要がある。さらに，理論解とほぼ一致する解

を得るためには，Goto and Shuto(1983)が示す図から読みとると格子間隔はこの約 1/4 程度

にとる必要がある。このため，周期 3，5 分では最小格子間隔を 1m，周期 10 分では 2m と

し，400m まで徐々に大きくしてそれぞれの格子間隔の感度を調べた。また，これらの格子

間隔を組み合わせて不等間隔の場合についても比較した。 
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              表 2.5.2-4 主な検討条件 

項  目 内     容 
入射波の振幅・波形 片振幅 2m の正弦波を初期波形として沖に与える 
入射波の周期 T 3，5，10 分 
入射波の波数 初期波形として与える 1 波 
海底勾配 1/100 
マニング粗度係数 n：0.03m-1/3･s 

格子間隔Δx 1m～400m(T=3,5 分) 
2m～400m(T=10 分) 

 
 3)感度解析結果 

 感度解析の結果，以下に示す知見が得られた。なお，最大水位上昇量の正解は，格子間隔

を徐々に小さくして，最大水位上昇量がほぼ一定に落ち着いた値を以て「収束解」とした。

また，不等間隔格子の場合の収束解もこれを用いた。 
 ①一様格子間隔の場合 

・遡上計算の場合の格子間隔は，最大水位上昇量の誤差を 5%程度とするためには 
    周期 3 分で 16m 
    周期 5 分で 20m 
    周期 10 分で 25m 

 程度とする必要がある（表 2.5.2-6）。 
・同様に，完全反射の場合の格子間隔は周期 5 分以上ならば，200m 程度の格子間隔

でも 5%以内の誤差となる（表 2.5.2-6）。 
・底面摩擦を省略した Goto amd Shuto(1983)に比べて，粗度係数を n=0.03 m-1/3･s

とした場合はやや格子間隔を大きく設定できて，最大水位上昇量の誤差を 5%程度

とするためには，格子間隔Δx をΔx／αgT２≦7×10－４となるように設定すればよ

い（図 2.5.2-18）。 
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表 2.5.2-5  最大水位上昇量の収束解に対する比率 （部分） 

                   (沖合水深：50m，n=0.03m-1/3･s の場合)   

格子間隔Δx  
(m) 

陸上遡上 完全反射 

周期Ｔ(分) 
  3   5   10   3   5   10 

    1 1.00 1.00   1.00 1.00 
    2 1.03 1.00 1.00  1.00 1.00 
    4 0.99 0.99 1.00  1.00 1.00 
    8 0.97 0.98 0.99  1.00 1.00 
   10 0.96 0.98 0.98  1.00 1.00 
   16 0.95 0.95 0.99  1.00 1.00 
   20 0.91 0.95 0.98  1.00 1.00 
   25 0.92 0.94 0.95  1.00 0.99 

50 0.85 0.88 0.92  1.02 0.98 
  100 0.78 0.79 0.90  1.03 0.96 

 
 

表 2.5.2-6 最大水位上昇量の誤差を 5%としたときの最大格子間隔 

                                       (単位 m，n=0.03 m-1/3･s) 

沖合水深 
(m) 

陸上遡上 完全反射 

周期 T(分) 
  3   5   10   3   5   10 

    50   16   20   25 －  200  200 
   100   20   25   25 －  200  400 
   200   25   25   50 －  200  400 

                      注）－：ギブス振動が生じ評価不能 

      

図 2.5.2-18 最大水位上昇量の収束解に対する比率と 

          Goto and Shuto(1983)のパラメータ（Δx／αgT2）との関係 

 

  10-4          10-3                  10-2            10-1 
Δx／αgT2 
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 ②不等間隔格子の場合 
・周期 5 分以上では，図 2.5.2-19 に示した分割パターンから適切なものを選べば 5%程

度以内の計算誤差とすることが出来る（表 2.5.2-7 参照）。 
・周期 3 分の場合は，5%以内の計算誤差とするためには，図 2.5.2-19 に示した分割パ

ターンより詳細な格子間隔を用いる必要のある場合が多い（表 2.5.2-8 参照）。 

      
図 2.5.2-19  比較計算の対象とした不等分割パターン 

 
表 2.5.2-7 不等分割パターンと最大水位上昇量の誤差との関係 

沖合水深 
(m) 

格子分割 
パターン 

陸上遡上 完全反射 
周期Ｔ(分) 

3 5 10 3 5 10 

50 
① 0.87 0.91 0.95 1.00 1.02 0.99 
② 0.92 0.94 0.97 1.02 1.00 1.00 
③ 0.85 0.88 0.92 0.98 1.02 0.99 

100 
④ 0.93 0.97 0.98 1.00 0.97 0.98 
⑤ 0.93 0.97 0.98 1.00 1.03 0.99 
⑥ 0.90 0.94 0.97 0.94 1.05 0.99 

200 

⑦ 0.99 1.00 1.00 0.92 1.03 0.99 
⑧ 0.98 0.99 1.00 0.99 1.06 0.99 
⑨ 0.93 0.98 0.99 0.66 1.02 0.97 
⑩ 0.96 0.96 0.98 0.81 1.06 1.00 
⑪ 0.75 0.93 1.00 0.58 0.84 1.04 
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4)計算のエネルギー収支 
「収束解」の設定に当たり，エネルギー収支から一様格子による遡上計算を対象に計算誤

差について検討した。最大水位上昇量出現時におけるエネルギー収支誤差を以下に示す。こ

れらの計算結果から，周期 3 分の場合はエネルギー収支誤差が約 10%程度に達するが，5
分以上の周期では空間格子間隔が 100m でも誤差は 5%以下になり，問題がないことがわか

る。 
             表 2.5.2-8 エネルギー収支誤差 

周期 
（分）

格子間隔 
(m) 

エネルギー 
収支誤差(%) 

3 
     1     11.3 
    16    10.6 
   100     12.8 

5 
     1      2.4 
    20      2.8 
   100      5.0 

10 
     2      0.9 
    25      0.8 
   100      1.1 

 
  5)厳密解の推定方法（永野ら(1989)） 

 Richardson により示唆された事後接近の方法（藤川(1982)）を用いて，数値計算による

近似解から微分方程式の厳密解を推定することが出来る。ただし，ここでいう厳密解とは格

子間隔をゼロの極限に近づけたときの数値解の収束値である。 
 u を厳密解とし，格子間隔Δx1，Δx2，Δx3 に対する近似解を u1，u2，u3 とする。離

散化誤差がΔx のべき乗に比例すると仮定すると， 
u－ u1=A(Δx1)p 

u－ u2=A(Δx2)p 

u－ u3=A(Δx3)p 

と表され，u を求めるにはこの連立方程式を解けばよい。例えば，Δx1=Δx2/2=Δx3/4 で

あれば， 
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( ) ( )pp

pp

xx
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uu
uu

p

12

2112

12

23
2log

Δ−Δ
Δ−

=

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−
−

=

Δ
 

となる。 



 2-147

2.6 海底地形データの信頼度による誤差 

海底地形データが持っている誤差が津波伝播計算結果に与える影響について，定量的に把

握する。 
 
2.6.1 水深データに含まれる主な誤差 

 津波伝播計算に用いる水深データを作成する際に生じる主な誤差は， 
・海図からの水深データの読みとり誤差 
・海図自体が持つ誤差 

等による。これらの誤差のうち，海図に含まれる主な誤差の要因となる測深および位置測定

法の問題点と精度を要約し，表 2.6.1-1 に示す。 
 

表 2.6.1-1 海上保安庁水路部(1990)による測深および位置測定方法の問題点と精度 

 測 量 手 法       測定手法および問題点と精度 

測 深 

錘測 
 

 水深測定方法のうち最もプリミテイブな「物差しを当てる」方法。

 音響測深が普及する第 2 次大戦後までは唯一の方法であった。物差

しとして，レッドと呼ばれる錘をぶら下げたワイヤーが用いられた。

この方法ではワイヤーの長さで直接測定するので，流されなければ正

確な値が得られる。しかし，深海域では 
(a)一点の測定に何時間も要する， 
(b)ワイヤーの自重が大きくなるためレッドの着底がわかりに

くい， 
(c)ワイヤーが海流で流されやすい， 

等の困難があった。 

音響測深 

 音波の海底までの往復時間を計測する。この測深方法は， 
(a) 水温，塩分，水圧によって変化する水中での音波の速度(概

ね 1500m/s)を正確に求め補正することが必要， 
(b) 調査船から発射した音波が広がっていくため，海底のどこ

で反射した音波を計測しているのかわからない， 
等の問題があった。 

音響掃海機 
による測深 

 1960 年代以降に開発され，1980 年代から急速に普及し始めたマル

チナロービーム技術は，上述の問題を解決したのみならず，斜めビー

ムにより調査船の直下以外の水深も同時に計測できるため，調査効

率，精度の両面で海底地形学に革新的な進歩をもたらした。 
沿岸域での測位 三角測量等 精度はメートルのオーダ 

洋上の位置測位 

天体観測 精度はキロメートルのオーダ 
電波航法の利用 徐々に精度向上 
GPS 測位システム 精度は 100 メートル以内 
DGPS 精度は 10 メートル以内(小野(1996)) 

注) DGPS は平成 11 年度までに日本周辺海域をカバーする計画(小野(1996)) 

 
2.6.2 1983 年日本海中部地震津波を対象にした海底地形データの信頼度に関する検討 

(1)水深データの相違 

 比較計算に用いる水深データは 
・旧水深データ：1994 年までに発行された海の基本図等より作成した水深 
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・新水深 ：1995 年以降に発行された海の基本図等を用い，旧水深を更新（沿岸  
                域の更新海域は北海道道南地方から山形県の沿岸）。 

である。両者の相違を表 2.6.2-1 に示す。また，これらの水深データを比較して図 2.6.2-1
および 2.6.2-2 に示す。 

表 2.6.2-1 旧水深データと新水深データとの相違 

項目 旧 水 深 新 水 深 

水深データ

作成に用い

た主な海図 

・ 1994 年までに発行された海の基本図。 
・ 沿岸部分は北海道道南部分～若狭湾の

1/20 万の海の基本図(6325～6331，6333
～6337)を用いて作成。 

・ 沖合は，1/100 万の基本図(6312)と海上保

安庁から購入した 1km 格子のデジタルデ

ータ。 

・ 沿岸部は 1995 年以降に発刊された 1/20 万

の海の基本図(6658～6660)で旧水深の該当

海域を置き換え。 
・ 沖合は，1/100 万の基本図(6312)と海上保安

庁から購入した 500m 格子のデジタルデー

タ。 

入力方法 CAD によるイメージ入力 同  左 

汀線形状 
・ 1/20 万の海の基本図による。 
・汀線の最浅水深は 2m（2m より浅い場合

は一律 2m） 
同  左 

格子間隔 ・新水深と同じとした。 ― 

解析領域 ・新水深と同じとした。 ― 

 
 

図 2.6.2-1 旧水深 hold と新水深 hnew の差        図 2.6.2-2   旧水深 hold と新水深 hnew の 

（ newold hh − ）                           長波伝播速度の差( newold ghgh − )  
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(2)計算条件 

 ①計算領域 

・日本海全域 
 ②格子モデル 

・1600，800，400 および 200m の格子間隔でモデル化 
・北海道道南地方から山形県の沿岸は 200m 格子 

 ③断層モデル 

 ・相田(1984)の Model-10 
 
(3)計算結果の比較 

 ①再現性の比較 

・計算結果と比較する痕跡記録地点は北海道茂津多岬から山形県鶴岡の区間（沿岸の

海底地形図が改訂された区間） 
・痕跡記録は首藤・卯花(1984)を用いた。ただし，奥尻島の痕跡記録は土木学会日本海

中部地震震害調査委員会編(1986)による。 
・痕跡高と最大水位上昇量を比較した結果，水深の相違が再現性に与える影響はほと

んど見られない（表 2.6.2-2 参照） 
表 2.6.2-2 水深の相違と再現性との比較 

水深データ K κ 地点数 
旧水深 1.008 1.456 213 
新水深 1.019 1.478 213 

 ②水深データの相違に関する相互比較 

・新水深による最大水位上昇量を真と考え，これを痕跡高と見なしたときの旧水深に

よる計算結果の再現性は 
     K：0.989～1.001，κ：1.117～1.196 

となり，κは 1.2 程度である。 
・大きな痕跡高となった峰浜周辺の汀線沿いの最大水位上昇量および前面海域の最大

水位上昇量分布を比較したところ，沿岸における最大水位上昇量分布はほとんど相

似形で，ピークの位置の特徴的なずれは見られない（図 2.6.2-3，2.6.2-4）。 

                  
図 2.6.2-3 八森～能代の最大水位上昇量の比較 
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図 2.6.2-4 最大水位上昇量分布（左図：新水深，右図：旧水深） 

 
 
2.6.3 1854 年安政東海地震津波を対象にした海底地形の信頼度に関する検討 

(1)水深データの相違 
1983 年に当時の最新の海底地形データを用いて作成した水深データ（旧水深データ）と，

1998 年 11 月に最新の海底地形データを用いて作成した水深データ（新水深データ）とを

比較する。水深データは，海底地形データが異なるだけではなく，データ作成に関する様々

な相違が含まれる（表 2.6.3-1）。 
 
(2)計算条件 

 ①計算領域 

  ・南海トラフ沿いの遠州灘～熊野灘沖の海域 

 ②格子モデル 

  ・6400，3200，1600，800，400，200 および 100m の格子間隔でモデル化 

・最小格子 100m でモデル化したのは熊野灘沿岸および遠州灘沿岸の痕跡高が残され

ている地域 

 ③断層モデル 
・1854 年安政東海地震津波を対象として，石橋モデル(1976)を適用 
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表 2.6.3-1 旧水深データと新水深データとの相違 

    項目 旧 水 深 新 水 深 
水深データ作成年 1983 年 1998 年 11 月 

水深データ作成に用

いた主な海図 

・沿岸部は昭和 58 年以前に刊行の海の基

本図(1/20 万)。 
・外側の海域は，1/300 万の基本図。 
・波源位置より外洋側では 1000m 毎の等

水深データを読みとり。 

・ 沿岸部は最新版海の基本図(1/5 万，1/20
万，1/50 万) 

・ それ以外の外洋域は，3 次メッシュデー

タを内挿して作成されているデジタル

データを利用。 

入力方法 ・大部分はデジタイザによる等水深線の入

力。 
・大部分はデジタイザによる等水深線の入

力。 
デジタイザ精度 ・機械の精度は±1.0mm 程度。 ・ 機械の精度は±0.1mm 程度。 

汀線形状 

・作成当時の格子データでは，1/20 万の海

の基本図を明治時代の地形図(1/5 万，大

日本帝國陸地測量部刊)で補正して作

成。 
・比較計算に際して，汀線位置を現水深と

一致させるための調整を加えた。 
・ 汀線の最浅水深は 0m とした。 

・ 国土地理院による 50m メッシュの数

値地図によりデジタル値で入力。 
・ 埋め立て等による人工的地形について

は，可能な限り除去。 
・汀線の最浅水深は 0m とした。 

格子間隔 
・新水深と同じとした。旧水深データにお

いて格子間隔の異なる海域は，内挿して

作成。 

 
－ 

解析領域 
・旧水深による解析領域は現水深より狭い

ため，周辺部の不足する海域は新水深の

データを接続した。 

 
－ 

 
 

図 2.6.3-1 旧水深 hold と新水深 hnew の差   図 2.6.3-2 旧水深 hold と新水深 hnew の長波伝播 

      （ newold hh − ）                速度の差（ newold ghgh − ）            

 

(3)計算結果の比較 
 ①再現性の比較 

・計算結果と比較する痕跡記録地点は鴨川～御坊の区間である。 
・痕跡記録は羽鳥（1976,1977,1978,1980）を用いた。 
・痕跡高の再現性を見ると，K は旧水深で 1.366，新水深で 1.297 であり大差ない。κ

も旧水深で 1.525，新水深で 1.514 であり大差ない（地点数 88）。すなわち，痕跡高
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に対する感度としてはその他の誤差要因の中に吸収され，水深データの誤差が浮き

上がってきてはいない。 
 

  ②水深データの相違に関する相互比較（図 2.6.3-3） 

・新水深の結果を痕跡高とみなして求めた K およびκによれば， 
       K：1.003～1.060，κ：1.159～1.190 

であり，日本海中部地震津波の場合とほとんど等しい。 
・最大水位上昇量を相互に比較すると， 

    ｱ．最大水位上昇量が大きい地点で大きい水位差が生じる場合が多い（駿河湾奥の

内浦では，約 2m の水位差が生じている）， 
ｲ．新水深による計算値に対する水位差の割合をみると，最大約 38%(相賀浦，水

位差 0.73m)である， 
   等の特徴が見られる。 
 

 図 2.6.3-3 御坊～鴨川間の最大水位上昇量の比較

   内浦 

相賀浦 
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2.7 摩擦係数と渦動粘性係数が計算水位に与える影響 

2.7.1 摩擦係数 

非線形長波理論式では海底摩擦項は鉛直渦動粘性項の海底におけるせん断力成分（τx/ρ， 
τy/ρ）を示しており，等流の類推から 

  MQ
D
f

x 2/ =ρτ ， NQ
D
f

y 2/ =ρτ   

と表される。ここに，f：摩擦係数，M：線流量 x 方向成分，N：線流量 y 方向成分，Q：

線流量，D：全水深である。 
 岩崎ら(1979)は摩擦係数 f とマニングの粗度係数 n との間に，f=gn2/D1/3

なる変換式を導

入してマニングの粗度係数 n を用いて摩擦項を表している。原子力発電所を対象とした津

波伝播計算でもこれらの用い方はまちまちであるため，それぞれの係数について比較計算

を行い，計算水位に及ぼす影響について検討する。 
 
(1)比較計算の方法 
 1)基礎方程式 
摩擦係数の影響を検討するために以下の一次元基礎方程式を用いる。 

 ①連続式 

  0=
∂
∂

+
∂
∂

x
M

t
η

 

 ②運動方程式 
  ・摩擦項をマニングの粗度係数 n で表した運動方程式 
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  ・摩擦項を摩擦係数 f で表した運動方程式 
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 ここに，x：静水面にとった空間座標，t：時間座標，M：x 方向の線流量，η：静水面か

らの水位変動，h：静水深，D：D=h＋η で表される全水深，g：重力加速度，n：マニング

の粗度係数，f：摩擦係数である。 

 

 2)数値計算方法 
 数値計算方法は後藤の方法を用いる。 
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 3)検討条件 

 一様水深の一次元水路と岸側斜面（遡上計算）を対象とする（図 2.7.1-1）。入射波は片振

幅 2a の正弦波を初期波形として与え，この初期波形が岸・沖方向にそれぞれ片振幅 a の正

弦波として伝播することにより設定する。なお，沖側には十分な伝播距離を設定し計算に雑

音が入らないように配慮した。主な検討条件を表 2.7.1-1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.7.1-1  初期波形と対象地形 

 
表 2.7.1-1 主な検討条件 

項  目 内   容 

入射波の振幅・波形 片振幅 2m の正弦波を初期波形として沖に与える（入射波の片

振幅は 1m）。 
入射波の周期 T（分） 5，10，20，30 
入射波の波数 初期波形として与える 1 波 
海底勾配 1/10，1/50，1/100 
格子間隔Δx  22.1359 m（周期 5 分の入力波長の 1/300） 
マニングの粗度係数 n 0.0，0.01，0.02，0.03，0.04，0.05(m-1/3･s) 
摩擦係数 f 0.0，0.001，0.0026，0.00637，0.01 

 
(2)比較計算結果 

マニングの粗度係数を用いた場合と摩擦係数を用いた場合とについて，最大水位上昇・下

降量を比較して表2.7.1-2および2.7.1-3に示す。また，両条件について海底斜面勾配を1/100
とした場合の最大水位上昇・下降量分布を図 2.7.1-2 に示す。これらの比較計算結果から特

徴を要約して以下に示す。 

 ①マニングの粗度係数を用いる場合 
・海底勾配が 1/10 の場合，粗度係数 n を 0 から 0.05 まで変化させても最大水位上昇・

下降量は最大約 9%程度の変化にとどまる。 
・海底勾配を 1/50 とした場合は入射波の周期が 5 分および 10 分，1/100 とした場合は

5 分，10 分および 20 分のとき，水深約 10m 以浅の浅海域で最大 50%近い相違が生

じる。  

2a 

初期波形（正弦波） 

水深 h=50m（一定） L 

L=6640m 
(周期 5 分の１波長) 
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②摩擦係数を用いる場合 
・摩擦係数を 0 から 0.01 まで変化させた場合の最大水位上昇・下降量の特徴はマニン

グの粗度係数を用いた場合と同様である。 
 

表 2.7.1-2  最大水位上昇・下降量の比較（マニングの粗度係数を用いた場合） 

海底勾配 
マニングの
粗度係数 
n(m-1/3･s) 

周期 T と最大水位上昇・下降量(m) 
T=5 分 T=10 分 T=20 分 T=30 分

上昇 下降 上昇 下降 上昇 下降 上昇 下降 

1／10 

0.00
0.01 
0.02 
0.03 
0.04 
0.05 

2.45 
2.45 
2.45 
2.44 
2.43 
2.42 

-2.23
-2.23
-2.22
-2.21
-2.20
-2.17

2.01
2.01
2.01
2.01
2.01
2.01

-2.09
-2.09
-2.08
-2.06
-2.03
-2.00

2.01
2.01
2.01
2.01
2.01
2.00

-2.01 
-2.01 
-1.99 
-1.97 
-1.94 
-1.89 

2.01 
2.01 
2.01 
2.01 
2.00 
2.00 

-2.01
-2.00
-1.98
-1.94
-1.89
-1.84

1／50 

0.00
0.01 
0.02 
0.03 
0.04 
0.05 

4.77 
4.60 
4.21 
3.84 
3.49 
3.33 

-4.71
-4.63
-4.28
-4.11
-3.58
-3.25

3.65
3.48
3.46
3.42
3.36
3.27

-3.40
-3.39
-3.38
-3.35
-3.30
-3.10

2.53
2.53
2.52
2.52
2.52
2.52

-2.41 
-2.40 
-2.37 
-2.16 
-2.13 
-2.10 

2.42 
2.42 
2.42 
2.41 
2.41 
2.39 

-2.09
-2.08
-2.06
-2.04
-2.02
-2.00

1／100 

0.00 
0.01 
0.02 
0.03 
0.04 
0.05 

5.27 
4.66 
3.79 
3.18 
2.74 
2.44 

-4.39
-3.85
-3.23
-2.77
-2.42
-2.14

4.88
4.48
4.00
3.57
3.17
2.91

-4.83
-4.66
-4.09
-3.56
-3.13
-2.80

3.56
3.55
3.37
3.33
3.12
2.91

-3.50 
-3.49 
-3.47 
-3.40 
-3.21 
-2.97 

2.92 
2.92 
2.92 
2.91 
2.89 
2.69 

-2.55
-2.55
-2.53
-2.42
-2.38
-2.34

 

表 2.7.1-3  最大水位上昇・下降量の比較（海底摩擦係数を用いた場合） 

海底勾配 
海底摩 
擦係数 

f 

周期 T と最大水位上昇・下降量(m) 
T=5 分 T=10 分 T=20 分 T=30 分

上昇 下降 上昇 下降 上昇 下降 上昇 下降 

1／10 

0.00000
0.00100 
0.00260 
0.00637 
0.01000 

2.45 
2.45 
2.44 
2.42 
2.41 

-2.23
-2.23
-2.21
-2.18
-2.16

2.01
2.01
2.01
2.00
2.00

-2.09
-2.08
-2.06
-2.01
-1.98

2.01
2.01
2.01
2.00
1.99

-2.01 
-2.00 
-1.97 
-1.90 
-1.85 

2.01 
2.01 
2.01 
2.00 
1.99 

-2.01
-1.98
-1.97
-1.95
-1.93

1／50 

0.00000
0.00100 
0.00260 
0.00637 
0.01000 

4.77 
4.57 
4.26 
3.84 
3.58 

-4.71
-4.54
-4.26
-3.88
-3.56

3.65
3.48
3.45
3.39
3.33

-3.40
-3.39
-3.36
-3.30
-3.08

2.53
2.53
2.52
2.52
2.51

-2.41 
-2.39 
-2.16 
-2.09 
-2.05 

2.42 
2.42 
2.42 
2.41 
2.39 

-2.09
-2.06
-2.03
-2.00
-1.98

1／100 

0.00000
0.00100 
0.00260 
0.00637 
0.01000 

5.27 
4.60 
3.98 
3.30 
2.89 

-4.39
-3.77
-3.25
-2.63
-2.30

4.88
4.44
4.03
3.56
3.18

-4.83
-4.73
-4.21
-3.42
-3.01

3.56
3.39
3.36
3.15
3.12

-3.50 
-3.47 
-3.43 
-3.22 
-3.02 

2.92 
2.92 
2.92 
2.90 
2.70 

-2.55
-2.54
-2.40
-2.34
-2.20
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図 2.7.1-2 摩擦係数の相違による最大水位上昇・下降量の比較 
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2.7.2 渦動粘性係数 

 水平渦動粘性項は，津波の水位が主な対象であるならば無視しても十分な精度の解が得ら

れる（首藤(1986)）という立場がとられている場合が多いが，基礎方程式にこの項を考慮し

てシミュレーションを実施する例もみられる（例えば，田中(1985)，柴木ら(1994)など）。 
また， 

・数値計算スキームと打ち切り誤差の項に示すように，渦動粘性項の影響は数値計算

スキームとセットで検討する必要がある 
・渦動粘性項の影響は平面問題で検討する必要がある 

等の認識に基づき，渦動粘性係数が計算水位に与える影響について比較計算を行い，得られ

た知見を以下に示す。なお，比較計算は後藤の方法および田中の方法について行った。 
 
(1)検討条件 

 主な検討条件を表 2.7.2-1 に示す。 

                表 2.7.2-1 検討条件 

 項  目 内     容 
対象地形 図 2.7.2-1 に示す港湾を想定する。 
計算領域 岸沖方向：3000m，汀線平行方向：6000m 
水深 10m（一様） 
格子間隔 25m（参考として 50，75，150m を一部用いた） 
入射波の振幅・波形 片振幅 2m の正弦波を初期波形として沖に与える 
入射波の周期 5，10，20 分 
入射方向 汀線に直交 
渦動粘性係数 0.0～102m2/s 
マニング粗度係数 n：0.03m-1/3･s 
境界条件 陸岸・防波堤：完全反射，開境界：自由透過 

  
             図 2.7.2-1 港湾形状 

格子モデルにおける防波堤の形状は最

大格子(150m)による近似に合わせた。
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(2)比較計算結果 
 1)後藤の方法による場合 

 ①最大水位上昇量に及ぼす渦動粘性係数の影響（図 2.7.2-2） 

・渦動粘性係数が 1m2/s 以下では，最大水位上昇量は渦動粘性係数の相違による影響

がほとんど見られない。 
・格子間隔を変化させると，最大水位上昇量の絶対値のレベルは変わるが，渦動粘性

係数による影響は同一の傾向を示す。 
・最大水位上昇量は渦動粘性係数が 10m2/s でゼロの場合に比べ 5～10%程度低下し，

102m2/s になると大幅に小さくなる。 
・渦動粘性係数は流速のオーダー，地形変化および計算スキーム等によって影響度が

異なるので一般論は難しいが，ここに示すモデルのスケールでは 10m2/s 以上で最大

水位上昇量が小さくなる。 

図 2.7.2-2 格子間隔 25m･渦動粘性係数 0.0m2/s の場合を基準とした最大水位上昇量の比較 

(横軸単位：m2/s)

格子間隔：Δx

（後藤の方法） 
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渦動粘性係数： 0 m2/s 
渦動粘性係数：10 m2/s 
渦動粘性係数：10２m2/s

 ②流動パターンに及ぼす渦動粘性係数の影響（図 2.7.2-3，2.7.2-4） 
・流動パターンは，渦動粘性係数が 10m2/s 以下ではほとんど相違が見られないが，

102m2/s では港口部の循環流が消滅する。 
・港口中央部における流速の絶対値に着目すると，渦動粘性係数が 10m2/s 以下では同

様にほとんど相違が見られないが，102m2/s では大幅に流速値が小さくなり，流向も

変化する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7.2-3 渦動粘性係数の変化と流動 

       パターンの相違 
（後藤の方法：入射波周期 5 分） 

 
 
                    注）流向は縦軸が図 2.7.2-3 の上下方向と一致する。 

                    図 2.7.2-4 港口中央部の水位・流向・流速の 

                        比較（後藤の方法：入射波周期 5 分） 
 

 
 

格子間隔Δx ：50m 
渦動粘性係数：0.0m2/s 

格子間隔Δx ：25m
渦動粘性係数：0.0m2/s

格子間隔Δx ：50m 
渦動粘性係数：10m2/s 

格子間隔Δx ：25m
渦動粘性係数：10m2/s

格子間隔Δx ：50m 
渦動粘性係数：10２m2/s 

格子間隔Δx ：25m
渦動粘性係数：10２m2/s

       格子間隔Δx：50m 

 

               格子間隔Δx：25m 

渦動粘性係数： 0 m2/s
渦動粘性係数：10 m2/s 
渦動粘性係数：10２m2/s

渦動粘性係数： 0 m2/s
渦動粘性係数：10 m2/s 
渦動粘性係数：10２m2/s
渦動粘性係数： 0 m2/s
渦動粘性係数：10 m2/s 
渦動粘性係数：10２m2/s
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  2)田中の方法による場合 

 ①後藤の方法と田中の方法との最大水位上昇量の比較（Δx＝25m の場合） 

渦動粘性係数をゼロとして，後藤の方法と田中の方法の最大水位上昇量を比較して

表 2.7.2-2 に示す。この表から，渦動粘性係数をゼロとした場合は両者にはほとんど相

違が見られない。 
 
       表 2.7.2-2 代表地点の最大水位上昇量（Δx＝25m の場合） 単位：m 

 

着目点 

周    期 

5 分 10 分 20 分 
後藤の方法 田中の方法 後藤の方法 田中の方法 後藤の方法 田中の方法

港口部 2.13 2.11 2.64 2.61 3.60 3.62 
中央部 1.54 1.45 2.63 2.48 3.70 3.66 
岸壁前 1.97 1.99 3.05 3.25 4.00 4.04 

 
  ②渦動粘性係数が最大水位上昇量に与える影響（図 2.7.2-5） 

・基本的な傾向は後藤の方法による場合と同様であるが，渦動粘性係数を 10m2/s とし

ても最大水位上昇量が低下しない場合がある。 
・格子間隔を 150m とした場合，最小格子間隔に比べ極端に最大水位上昇量が小さく

なる傾向がある。これはラックスヴェンドロフ法で周囲 8 点の流速を用いるため，

入り組んだ壁があると，境界条件により与えられる近似値を多く使ってしまい，結

果的に精度が維持しづらくなることによるものと思われる。 
 

 ③流動パターンに及ぼす渦動粘性係数の影響（図 2.7.2-6） 

 流動パターンは後藤の方法とほとんど相違が見られないので，参考として渦動粘性

係数を省略した場合について図 2.7.2-6 に示す。 
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格子間隔Δx ：50m 
渦動粘性係数：0.0m2/s 

格子間隔Δx ：25m 
渦動粘性係数：0.0m2/s 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 2.7.2-5 格子間隔 25m・渦動粘性係数 0.0m2/s の場合を基準とした最大水位上昇量の比較 
     （田中の方法） 

 
        

図 2.7.2-6 田中の方法による流動パターンの一例（入射波周期 5 分） 

格子間隔：Δx 

(横軸単位：m2/s)
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2.8 分散波理論とその適用条件 

2.8.1 分散波理論 

(1)線形分散波理論 
 各水理諸量が， 

・波高水深比ε＝η／h≪1 
・相対水深  σ＝h／L≪1 
・アーセル数 Ur＝ε／σ2≪1 

なる条件の場合は，以下に示す線形 Boussinesq の式が用いられる。 
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(2)非線形分散波理論 

 各水理諸量が， 
・波高水深比ε＝η／h≪1 
・相対水深  σ＝h／L≪1 
・アーセル数 Ur＝ε／σ2～1 

なる条件の場合は，以下に示す Peregrine の式が用いられる。 
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    ここに， 
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さらに， 
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・波高水深比ε＝η／h～1 
・相対水深  σ＝h／L≪1 
・アーセル数 Ur＝ε／σ2≫1 

となる場合は，以下に示す後藤の式が提案されている。 

    

( )

( ) ( ) ( ) ( )

( )

( ) ( ) ( ) ( )

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂
∂

+
∂
∂

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

=

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂
∂

+
∂
∂

−⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂
∂

+
∂
∂

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

=

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
++

+
∂
∂

−⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛ +
+

+
∂
∂

=

∂
∂

++⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂
∂

+⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂

+
∂
∂

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
++

+
∂
∂

−⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛ +
+

+
∂
∂

=

∂
∂

++⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂

+⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂
∂

+
∂
∂

=
∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

y
hv

x
hu

y
v

x
u

t
H

y
v

x
u

y
v

x
u

y
v

x
u

t
H

HhHh
y
hHhHh

y

y
hg

D
N

yD
MN

xt
N

HhHh
x
hHhHh

x

x
hg

D
MN

yD
M

xt
M

y
N

x
M

t

2

2

1

21

2

2

2

1

3

2

21

2

2

2

1

3

2

223

223

0

ここに、

η
ηηη

η
η

η
ηηη

η
η

η

 

 
2.8.2 各理論の比較（土木学会海岸工学委員会編(1994)） 

(1)深海域の伝播 

 今村ら(1986)によれば，アラスカ津波の波形を水平床上(h=4000m)で伝播させて比較し，

以下に示す知見を得ている（図 2.8.2-1）。 
・線形分散波理論と非線形分散波理論の計算結果にほとんど差はなく，深海域では非

線形項は無視できる。 
・伝播距離が長い場合には，線形長波理論と線形分散波理論の計算結果は大きく異な

る。長距離を伝播するときは分散効果が無視できないためであり，長距離伝播に関

しては線形分散波理論を用いる必要がある。 

           
図 2.8.2-1 深海域の伝播における各理論における比較（今村ら(1986)） 
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(2)一様勾配斜面における変形 

 ①波高水深比が小さい場合 

 波高水深比が小さければ，浅海域においても線形・非線形長波および非線形分散波理論長

波による差はほとんどなく，線形理論により長波の挙動をかなり再現できる（図 2.8.2-2(a)）。 
 ②波高水深比がさらに大きい場合（図 2.8.2-2(b)） 

・線形理論では長波の変形を再現できなくなる。 
・浅水理論では波速が速く，前傾化の著しい波形が計算される。 
・非線形分散波理論を用いれば，ほぼ実験と一致する。 
・入射波の波高水深比を更に大きくし，Ur～1 の Peregrine 式では波高増幅が過大評価

されるため，すなわちε～1，σ≪1 の場合は，Ur≫1 の式を使わなければならなく

なる。 

          
(a)波高水深比 0.04 の場合（土木学会海岸工学委員会編(1994)） 

     
(b)波高水深比 0.11 の場合（長尾ら(1985)） 

図 2.8.2-2 一様勾配斜面上の変形に関する各理論の比較 
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2.8.3 分散波理論の適用条件 

(1)非線形項と分散項の比較（首藤(1976)） 

 首藤(1976)は，角谷の式から分散項が非線形項の q%になる水深の条件として次式を与え

た。 

    0100
9

16
2

1
2

3/1

2

2
0

2
002 =⎥

⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
+

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
+−

qgAT
h

A
mTgh

H
A
mTgh

H π
ππ

 

ここに， ( ) 4/3
0 / hhH = ， 0h ：境界条件を与える地点の静水深，A：水深 0h での津波の波高

(入射正弦波の振幅の 2 倍)，T：周期，m：海底勾配である。更に，分散項の効果の大きく

なる水深の条件は，波形勾配，海底勾配，およびアーセル数の 3 つのパラメータで表現で

きるとして上式を変形し次式を示した。 
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ここに，α：前面波形勾配(＝2A／L)，Ur：アーセル数(＝ 2
0

2 / hgAT )である。後藤ら(1993)

はこの式を具体的な海岸に適用し，下図のような関係を示した。 
 

実線：海底勾配を m=1/50，水深 0h =500m の津波波高を

A=1m とした結果。平均的な三陸海岸を想定したも

のであり，周期 15 分に対して分散項が非線形項の

10%となるのが水深 0.5m と相当浅くなってからで

ある。 

点線：海底勾配を m=1/200，水深 0h =80m 地点の津波波高

を A=3m とした結果。北秋田海岸の日本海中部地震

津波を想定したもの。津波の周期が 5 分程度のもの

であるから，水深 23m 付近すなわち汀線から 5,000

ｍ程度の地点から分散項が非線形項の 10%を越える

大きさになることが分かる。 

図 2.8.3-1 分散項の重要性（後藤ら(1993)） 

 
(2)ソリトン分裂の限界指標（池野ら(1998)） 

池野ら(1998)は，長さ 205m の大型造波水路による「無ひずみ模型」を用いた実験（1/100
～1/200）により，以下に示すソリトン分裂の限界指標を求めた。 

    
⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡

⎪⎭

⎪
⎬
⎫

⎪⎩

⎪
⎨
⎧

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
+⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
+−= *

*

0

*

10102
155.065.0

h
Log

h
hog

h
aH llα  …………判別式(1) 



 2-166

       
⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡

⎪⎭

⎪
⎬
⎫

⎪⎩

⎪
⎨
⎧

+⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
+= *

0

*

10104
920.001.0 r

H Uog
h
hog

h
a

llα    …………判別式(2) 

 ββα 242 tan108.4tan108.37.1 ×+×−=  ， [ ]100/1tan200/1 ≤≤ β である。 
 

Ha  ： ソリトン分裂が生じる段波振幅 
h  ： ソリトン分裂が生じる水深 

*h  ： 沖合の水深 

0h  ： 実験造波水深換算値（常に 800m） 
*L  ： 沖合の波長 
*
rU  ： 沖合でのアーセル数であり 

3*2*** )/()( hLaU r =  で定義される 
*a  ： 沖合での段波振幅 

α  ： 海底勾配により定まる係数 
β  ： 海底斜面勾配 

 
押し波初動の場合 

  

*h

h
Ha*a

*L

 
引き波初動の場合 

  

*h

h
Ha*a

*L

 
図 2.8.3-2 変数の定義 

 
なお，この指標の適用に当たって，著者らは対象地点で想定した津波が両指標のうちどち

らか一方でソリトン分裂が発生し得ると判定される場合は，その津波がソリトン分裂する可

能性があると判断すべきであるとしている。 
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図 2.8.3-3 分裂発生時の段波振幅水深比の実験結果の再現性（池野ら(1998)） 

           （左：
*L ／

*h を用いた場合，右：
*
rU を用いた場合） 

      
図 2.8.3-4 段波振幅水深比と海底斜面勾配との関係（池野ら(1998)） 

                   （左：
*L ／

*h を用いた場合，右：
*
rU を用いた場合） 

 
2.8.4 池野らの指標に関する適用性の検討 

(1)検討方法 
 緩傾斜の実地形を対象に一次元シミュレーションを行い，分散波の発生の有無について池

野ら(1998)の判定指標を用いた場合と比較する。 
 
(2)基礎方程式 
 分散項を一次近似し，摩擦項を考慮した Peregrine 式を用いる。 
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(3)検討対象断面 
 以下に示す 3 種類の実地形断面を用いる。それぞれの平均勾配は概略 1/100,1/200,1/300
である。なお，いずれの断面も沖合水深は 100m とした。 

断面Ａ 
 
 
 
 
 

 
断面Ｂ 

                
 
 
 
 
 

断面Ｃ 
 
 
 
                
 
 

図 2.8.4-1 検討対象断面 

(4)入射波形 
 入射波形の作成方針を以下に示す。 

・実際の津波計算を想定して，断層モデルによる地盤の鉛直変動パターンを設定した

（図 2.8.4.-2）。 
・それぞれの地盤変動パターンが生じる水深を 1000m,2000m,3000m,4000m と設定し

た。ただし，日本海中部地震を模擬したパターン h については 2500m とした。 
・波源における空間波形分布はそれぞれ 1/2 の波高成分で岸・沖方向に伝播する。 
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・波源から計算の沖合境界まで，津波の周期は変わらずに伝播するものとする（波源

と沖合境界での波長の比は波速の比と等しいと仮定する）。 
・波源から計算の沖合境界まで，波高は Green の定理により変形するものとする。 

正
断
層
の
入
力
波
形

逆
断
層
の
入
力
波
形

日
本
海
中
部
津
波

2 2

 
  図 2.8.4-2 入射波形の基本パターン 

 
(5)その他の計算条件 
 沖合の水深 100m の場所に長さ 1km の水平床を仮定し，この水平床の沖側からの伝播波

形を入力し，反射波については自由透過の条件を用いた。なお，汀線近傍において，孤立波

の極限波の式からη＞0.732h となる場合は浅海長波方程式を用いた。その他の条件は以

下の通りである。 
・計算格子間隔      ： 10m 
・マニングの粗度係数 ： 0.03m-1/3･s 
・時間格子間隔    ：0.3 秒 

 
 
 
           100m 

 

表 2.8.4-1 入射波形設定のための 
断層モデル諸元 

断層タイプ名 ａ ｂ ｃ ｄ 
断層長さ  (km) 60 60 60 60 
断層幅   (km) 30 30 30 30 
すべり量  (m) 4.0 4.0 4.0 4.0 
傾斜角   (°) 30 60 90 60 
すべり角 (°) 270 270 270 90 
断層上端深さ  (km) 0 0 0 0 
断層タイプ名 ｅ ｆ ｇ h 
断層長さ  (km) 60 60 60 40 
断層幅   (km) 30 30 30 30 
すべり量  (m) 4.0 4.0 4.0 7.6 
傾斜角   (°) 30 60 30 40 
すべり角 (°) 90 90 90 90 
断層上端深さ  (km) 0 3 3 2 

 



 2-170

(6)判別式の適用方法 
 判別式の適用は以下の手順で行う。 

・沖波波形と地形条件から判別式(1)または(2)の右辺の値を計算し，これをωとする。 
・有意な水深（ここでは h=5m 地点を仮定）での想定段波波高をたとえば Green の定

理で計算しこれを Ga  とする。 
・ソリトン分裂が生じる段波振幅を Ha として， 

    =Ha ω Gah <  

   の場合にソリトン分裂が発生すると判断する。 
 
(7)計算結果と判定指標の比較 
  ・数値シミュレーション結果 
       検討ケース数  ：174 ケース 
       分散波発生ケース：102 ケース 
  ・判別式(1)による判定結果 
       分散波発生と判定したケース：140 ケース  
       →  計算でも発生：101 ケース 
       分裂すると判定したときの的中率：101/140(72%) 
       分裂と判定したが計算で分裂しなかったケースは安全側に正解とした場合

の的中率：173/174(99%) 
  ・判別式(2)による判定結果 
       分散波発生と判定したケース：173 ケース  
       →  計算でも発生：102 ケース 
       分裂すると判定したときの的中率：102/173(59%) 
       分裂と判定したが計算で分裂しなかったケースは安全側に正解とした場合

の的中率：174/174(100%) 
 以上より，池野ら(1998)の判定指標によれば，危険側に判定されたのは判別式(1)で 174
例中 1 例のみであり，判別式(2)ではすべてのケースで安全側に判定された。 

 

図 2.8.4-3 数値シミュレーションにおける分散波の発生例 
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第3章 想定津波群による津波水位の評価例 

 

本章では，本体系化原案で提案する想定津波評価手法による評価値が，既往津波の痕跡

高と比較してどの程度のレベルにあるかを調べるために試計算を行う。 
各海域区分の評価例として，表 3-1 に示す各地域沿岸を対象とした検討を行った。これら

のうち若狭湾沿岸については，顕著な被害津波を経験していないことから，既往津波との

比較を行っていない。 
 

表 3-1 各海域区分の評価例 
区分 地震の発生する地域 評価例とした地域沿岸 

プレート境界付近に想定

される地震に伴う津波 

太平洋プレートの沈み込みに

関連した海域の周辺 三陸沿岸 

フィリピン海プレートの沈み

込みに関連した海域の周辺 熊野灘沿岸 

日本海東縁部に想定され

る地震に伴う津波 日本海東縁部 北海道南部～秋田県北部沿岸

海域活断層に想定される

地震に伴う津波 （日本周辺全般） 若狭湾沿岸 

 
 なお，本章に示す評価例では，主として検討の時間的な制約から，まず全ての痕跡高記

録地点を対象として粗い空間格子間隔のもとで数値計算を行い，その後，痕跡高記録を上

回る想定津波による最大水位上昇量が得られなかった地点を対象に，痕跡高記録の吟味な

らびに詳細メッシュを用いた数値計算による評価を実施した。 
実地点を対象とした津波評価においては，数値計算の実施に先立って評価地点近傍の空

間格子間隔等の計算条件の検討ならびに痕跡高の信頼性の分類を行うことを前提としてお

り，本章の検討とは手順が異なる。 
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パラメータスタデイの結果から，想定津波
群が痕跡高を上回ることを確認する 

基準断層モデルのパラメータの設定 

 【詳細パラメータスタディ】
最も厳しい結果を与える位置において基準
断層モデルのパラメータスタディを実施す
る

【概略パラメータスタディ】 
対象とした波源(セグメント)において基準断
層モデルによる最大水位上昇量が最も厳し
い結果を与える位置等の検討 

プレート境界面に沿って位
置を移動させる 

【セグメントの組み合わせに関する検討】 
着目領域とセグメントの組み合わせの絞
り込み 

検討対象地点（海岸域）の設定 

想定津波の発生域の選択と基準断層モデル
のパラメータの設定 

【詳細パラメータスタディ】 

最も厳しい結果を与える位置において基準断層

モデルのパラメータスタデイを実施する 

パラメータスタデイの結果から，想定津波群が痕
跡高を上回ることを確認する 

【概略パラメータスタディ】 

想定津波の発生域において基準断層モデルに

よる最大水位上昇量が最も厳しい結果を与える

位置等の検討 

想定津波の発生域において基準
断層モデルを逐次移動させなが
ら，検討対象地点で最も厳しい結
果を与える位置を求める 

3.1 パラメータスタディの手順 

 図 3.1-1 にパラメータスタディによる津波水位の評価手順を示す。南海トラフ沿いに想定

する津波の場合，概略パラメータスタディの前にセグメントの組み合わせに関する検討が

必要となる。 

  
(a) 三陸沿岸，日本海東縁部沿岸        (b) 熊野灘沿岸 

および若狭湾沿岸 
図 3.1-1   パラメータスタディによる津波水位の評価手順 

 
 パラメータスタディを実施する各因子について，ハーバード CMT による発震機構解およ

び既往の断層モデルからばらつきを評価すると表 3.1-1 のとおりである。また，日本海溝・

千島海溝（南部）の傾斜角について深さの関数として回帰分析を行った結果（図 3.1-2），
標準偏差は 5°程度と見積もられる。パラメータスタディの合理的な範囲を設定する場合，

これらが目安となる。 
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表 3.1-1   既存断層パラメータのばらつきの評価結果 

海域 
大区分 

海域小区分 
萩原マップ
で対応する
海域区分 

解析対象
データ 

データ
数

走向(ﾟ) すべり方向(ﾟ) すべり角(ﾟ) 傾斜角(ﾟ)

平均 標準偏差 平均 標準偏差平均 標準偏差 平均 標準偏差

日本海溝・
千島海溝
（南部） 

千島海
溝南部 

41 ﾟ N 以北 G1 
プ レ ー ト 間
逆断層地震
のハーバー
ド解 

43 222.3 14.1 304.3 10.8   21.7 6.4

日本海
溝北部 

38～41 ﾟ N G2 29 185.4 12.1 295.0 7.7   16.0 5.7

日本海
溝南部 

35.3～38 ﾟ N G3 14 204.2 13.5 292.3 12.2   21.1 5.1

日本海 
東縁部 

北部 40 ﾟ N 以北 
F 断層モデル

6(3) -2.7 9.6 91.7 11.3 43.3 14.0

南部 
40 ﾟ N 以南 
138 ﾟ E 以東 

5(3) 25.2 6.3 96.0 13.4 57.0 6.7

(注)・日本海溝および千島海溝（南部）沿い海域では，ハーバード CMT による発震機構解（1976 年 1 月

～2000 年 1 月に発生した Mw6.0 以上，深さ 60km 以下の地震）を解析対象とした。 
・日本海東縁部では，発震機構解の節面の特定が困難であるため，津波の痕跡高を説明できる断層モ

デルのパラメータを用いてばらつきを評価した。 
・「すべり方向」は，スリップベクトルの水平投影が真北から時計回りになす角度である。 
・日本海東縁部のデータ数のうち括弧内の値は，走向に対して適用した 1 枚断層換算のモデル数であ

る。 
・ 日本海東縁部（南部）の新潟地震モデルには Noguera and Abe（1992）を採用している。天保山形

沖地震（1833）は沖合・沿岸近くの両モデルを採用している。 
・ 萩原マップは萩原尊禮編(1991)による。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 3.1-2   深さと傾斜角の関係（発震機構解） 
－日本海溝沿いおよび千島海溝沿い（南部）海域－ 
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図 3.2.1-2 三陸沿岸の活動域 

3.2 三陸沿岸の評価例 

 三陸沿岸を対象として想定津波群による津波水位の評価例を示す。 
 
3.2.1 条件設定 

計算対象海域の格子分割を図 3.2.1-1 に示す。この海域のうち北海道東南部～三陸沿岸に

かけて設定した 80・160・320m 間隔格子の汀線での最大水位上昇量を評価対象とする。な

お，図 3.2.1-2 に示す三陸沿岸の活動域のうち，対象とした 2～4 の領域番号に対する基準

断層モデルのパラメータを表 3.2.1-1 に示す。図 3.2.1-3 に計算対象とした既往津波に対応

する基準断層モデルの位置を，図 3.2.1-4 には概略パラメータスタディにおける基準断層モ

デルの位置を示す。概略パラメータスタディは，以下のように設定した。 
① 基準断層モデルの位置を図 3.2.1-4 のように逐次移動する。 
② 領域 2 は 16 カ所，領域 3 は 10 カ所，領域 4 は 10 カ所の位置に基準断層モデルを設

定する。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3.2.1-1   三陸沿岸域の格子分割 

open open 

open 

open
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表 3.2.1-1 三陸沿岸の基準断層パラメータ 

領域番号 2 3 4 
Mw 8.4 8.3 8.6

L (km) 155 210 283
W (km) 104 50 50
d (km) 12 1 1
D (m) 6.21 9.7 10.1
δ (°) 20 20 45
θ (°) 193 188 188
λ (°) 80 75 270

領域に対応する既

往最大地震津波 1968 年 1896 年
1933 年

1611 年

 
 
 

 
（注）図中の(i)～(iii)は，3.2.3において詳細パラメータ 

スタディの対象とした断層位置を表す。 
 

図 3.2.1-3 既往津波に対応する基準

断層モデルの位置 
図 3.2.1-4 概略パラメータスタディにおけ

る基準断層モデルの位置 
 
 



 2-179

3.2.2 概略パラメータスタディの結果 

(1)既往津波の断層位置に基準断層モデルを設定した場合の比較 
図 3.2.2-1 に既往津波の断層位置に基準断層モデルを設定した場合の最大水位上昇量と

痕跡高を比較して示す。 
 

＜1968 年十勝沖地震＞ ＜1933 年昭和三陸地震＞ 

＜1896 年明治三陸地震＞ ＜1611 年慶長三陸地震＞ 

折れ線は最大水位上昇量を，点は痕跡高を表す。痕跡高は渡辺(1998)による。 
痕跡高のプロット色は，痕跡地点が含まれる計算格子サイズを表す。 

黒－320m，青－160m，赤－80m 
 

図 3.2.2-1   基準断層モデルによる最大水位上昇量と既往津波の痕跡高との比較 
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(2)概略パラメータスタディによる最大水位上昇量 

想定津波の発生域で基準断層モデルを逐次移動してそれぞれの位置における沿岸の最大

水位上昇量の分布を比較して図 3.2.2-2 に示す。 
位置移動による最大水位上昇量の変化例（領域2） 位置移動による最大水位上昇量の変化例（領域3）

位置移動による最大水位上昇量の変化例（領域4）  

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2.2-2 
位置移動による最大水位上昇量の変化例 
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(3)概略パラメータスタディの結果と痕跡高との関係 
図 3.2.2-2 に示した概略パラメータスタディの結果を包絡した最大水位上昇量の分布と 1611

年，1896 年，1933 年および 1968 年の津波による痕跡高を比較して図 3.2.2-3 に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
折れ線は最大水位上昇量を，点は痕跡高を表す。痕跡高は渡辺(1998)による。 

痕跡高のプロット色は，痕跡地点が含まれる計算格子サイズを表す。 
黒－320m，青－160m，赤－80m 

 

図 3.2.2-3  概略パラメータスタディの結果による最大水位上昇量の包絡線と既往痕跡高との比較 
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3.2.3 詳細パラメータスタディの結果 

3 領域で基準断層モデルを位置移動した概略パラメータスタディでの計算ケースのうち，

以下の 3 波源を詳細パラメータスタディの基準断層モデルとした（図 3.2.1-4 参照）。 

 

上記基準断層モデルについて，同位置で以下のように断層パラメータを変化させた計算

を実施した。 

（1）領域 4（プレート内正断層） 
・断層上縁面深さ ：0，1，2km 
・傾斜角δ      ：基準，基準±5゜ 
・走向θ        ：基準，基準±10゜ 

（2）領域 3（逆断層） 
・傾斜角δ      ：基準，基準±5゜ 
・走向θ        ：基準，基準±10゜ 
・すべり方向    ：基準，基準±10゜ 

（すべり角はすべり方向を満足するよう変動する。） 

 

領域 4 のケースについて詳細パラメータスタディの計算結果による最大水位上昇量の変動と断

層パラメータとの関係を図 3.2.3-1 に示す。また，図 3.2.3-2～3.2.3-4 に上記 3 ケースの基準断層

モデルに対する詳細パラメータスタディによる最大水位上昇量の推移を示す。なお，図 3.2.3-2 の

領域 4 のケースでは，詳細パラメータスタディの基準モデルとなった概略パラメータスタディのケー

スが詳細パラメータスタディでも最大水位上昇量となったため，図中に概略パラメータスタディの計

算結果（右下がりの斜線）は記されていない。 
 図 3.2.3-2～3.2.3-4 における痕跡高／最大水位上昇量によると，1.0 を越えている地点がいく

つか見受けられる。このような地点に関しては，より詳細な格子間隔を施したり，遡上計算を実施し

たりすることで計算結果の精度を向上させ，場合によっては痕跡高の信頼性を吟味することによっ

て，最大水位上昇量が痕跡高を上回ることを確認しておく必要がある。 

 

 
 
 
 
 

(ⅰ)領域 4 の断層を最も南に配置したケース（岩手県南部～宮城県北部で最大水位上昇量）

(ⅱ)領域 3 の断層を最も北に配置したケース（北海道南部～岩手県北部で最大水位上昇量）

(ⅲ)領域 3 の断層を南から 2 番目に配置したケース（宮城県北部で最大水位上昇量） 
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図 3.2.3-1  パラメータスタディによる最大水位上昇量の変動 

 （領域 4：プレート内正断層，最も南においたケース） 

 Hmax：パラメータの変動範囲

における最大水位上昇量

の最大値 
Hmin：パラメータの変動範囲に

おける最大水位上昇量の

最小値 
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（ⅰ）領域：4 番（プレート内正断層） 

位置：最も南においたケース 

 

 

 

図 3.2.3-2  基準断層モデル(ⅰ)に対するパラメータ 

スタディによる最大水位上昇量の推移 

 

注)概略パラメータス
タディと詳細パラメ
ータスタディで最大
水位上昇量となった
ケースは同一である
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（ⅱ）領域：3 番（逆断層），位置：最も北においたケース 
図 3.2.3-3   基準断層モデル(ⅱ)に対するパラメータスタディによる最大水位上昇量の推移 
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（ⅲ）領域：3 番（逆断層），位置：南から 2 番目のケース 

図 3.2.3-4   基準断層モデル(ⅲ)に対するパラメータスタディによる最大水位上昇量の推移 
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3.2.4 詳細格子分割による検討 

3.2.3 の検討で，詳細パラメータスタディによる最大水位上昇量が痕跡高を下回る 11 地

点について，図 3.2.4-1 に示すような格子間隔を 80m あるいは 20m の詳細な計算格子を用

いた追加計算を実施した。表 3.2.4-1 に詳細格子による計算結果と痕跡高を比較して示す。 

図 3.2.4-1   三陸沿岸の追加検討に用いた詳細格子分割 
 

表 3.2.4-1  詳細格子分割による計算結果と痕跡高の比較 

地点 痕跡高(m)
渡辺(1998)

最大水位上昇量(m) 
沿岸を鉛直壁とした計算 

320m 格子 80m 格子 20m 格子 
小子内 20.0 13.10 17.29 18.46 
田浜 9.2 8.50 11.87 － 
船越 12.0 8.89 11.00 10.97 
本郷 14.0 10.72 15.01 － 
吉浜 24.4 20.25 24.33 26.58 
浦浜 12.3 11.74 15.21 － 
館 10.2 8.76 18.10 － 
甫嶺 15.3 13.94 15.46 － 
鬼沢 12.0 9.65 13.00 － 

綾里白浜 38.2 21.27 28.12 34.57 
泊里 11.1 10.28 12.06 － 
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（破線は浸水域を表す。） 

詳細格子設定を用いれば，詳細パラメータスタディの最大水位上昇量が痕跡高を概ね上

回る。ここで用いた詳細格子は通常用いられる程度の格子サイズであり，これによって最

大水位上昇量は増大し，ほとんどの地点で痕跡高を上回ることが確認された。なお，痕跡

高を下回る 3 地点（小子内，船越，綾里白浜）については，首藤教授作成「古文書記録の

信頼度に関する覚え書き」（第 7 回津波評価部会資料 3）を参考として、さらに詳しく検討

する。 
 

(1)小子内の痕跡記録に関する考察 

 痕跡データに関する検討結果を要約すると以下のとおりである。 

①渡辺(1998)によれば，1896 年明治三陸津波の小子内における津波高さは 20m であった。

渡辺(1998)の記述のもととなったのは，内務大臣官房都市計画課(1934)による 20m とい

う値である。 
②内務大臣官房都市計画課(1934)による調査は 1933 年昭和三陸津波後に実施されたもの

であり，明治三陸津波の津波高さの根拠は明示されていない。 
③同じ時期に実施された調査として松尾(1933)がある。松尾(1933)は，土地の人々の記憶

に基づいて明治三陸津波の痕跡高を測定しており，「記憶によったものが多いから必ず

しも正確は期しがたい」としている。内務大臣官房都市計画課(1934)も同様の手法に基

づき，同程度の精度をもつものと推定できる。 
④明治三陸津波直後の痕跡高調査としては，山奈(1897), 伊木(1897)がある。これらは被

災直後に実施された測量結果であり，測量精度の低さを差し引いても，記憶に基づく値

より信憑性が高いと考えられる（図 3.2.4-2）。 
⑤内務大臣官房都市計画課(1934)の値は，明治三陸津波直後の調査結果との乖離が大きい

（表 3.2.4-2）。 
 
          

出 典 小子内の 
津波高さ(m) 備 考 

山奈(1897) 7.6  
伊木(1897) 12.1  
内務大臣 
官房(1934) 20 渡辺(1998)が用いた

値。 
松尾(1933) － 記述なし。 

 

 
 
図 3.2.4-2 山奈(1897)による小子内の浸水記録 
以上の検討結果から，昭和三陸津波後の調査結果である小子内で 20m という値は測定根

表 3.2.4-2 明治三陸津波の小子内における
推定津波高の比較 
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明治三陸津波罹災前（北原ら(1998)） 

 

 
現在（国土地理院） 

拠が不明である。また，明治三陸津波直後の調査結果との乖離が大きく，信頼性に乏しい。

したがって，小子内は，想定津波の評価値と痕跡高の比較による検定から除外する。 
 

(2)船越の痕跡記録に関する考察 

 痕跡データに関する検討結果を要約すると以下のとおりである。 

①渡辺(1998)は，1611 年慶長三陸津波の船越における津波高さについて，羽鳥(1975a)に
よる 10～12m という値を採用している。 

②羽鳥(1975a)が 10～12m とした根拠は明確ではなく，船越では「水死 50」という被害

記録が存在するのみである（表 3.2.4-3）。 
③1611 年当時，船越集落は船越地峡の須賀に位置しており，当該地域の地盤高は 1～2m

程度である。明治三陸津波を契機に集落の高地移転がなされ，現在の市街は当時より高

所に位置する（図 3.2.4-3）。 
④1611 年当時の集落位置と被害程度からみれば，5m 以上の津波であったという推定は成

り立つが，10～12m とする明確な根拠はない。 
⑤都司・上田(1995)は船越地峡西端にある海蔵寺の伝承に基づき，「この寺の敷地の標高は

3.8m であるが，ここにあった建築物すべての流失はここで地上 3m 以上の冠水があった

ことを示しており，ここでの浸水高さは 7m かそれ以上であったはずである。」と推定し

ている。 

表 3.2.4-3 羽鳥(1975a)による慶長三陸津波の高さ 

図 3.2.4-3  船越集落の移動
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1

痕跡高地点

40m 
30m 

20m 
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 320m

160m

80m 

40m 
20m

10m

以上の検討結果から 10～12m という値は根拠に乏しいと考えられる。比較的信頼度の高

い構造物との対比に基づく近年の研究でも，7m またはそれ以上という推定がなされる程度

であり，津波高さを積極的に規定する史料は見つかっていない。したがって，船越は，想

定津波の評価値と痕跡高の比較による検定から除外する。 
 

(3)綾里白浜の痕跡記録に関する考察と遡上計算 

  痕跡データに関する検討結果を要約すると以下のとおりである。 

① 渡辺(1998)は 1896 年明治三陸津波の綾里白浜

における津波高さを 38.2m としている。この値

は，松尾(1933)による値である（図 3.2.4-4）。 
②山奈(1897)の記録では，打ち上げ高は「自百三

十尺(39.4m) 至百八十尺(54.5m)」とされる。

十尺単位であること，値に幅があることから，

目測である可能性が高い。 
③松尾(1933)は地図に位置を明示し，38.2m 
と測定しており，精度は高いとみられる。 

38.2m の記録は信頼度が高い。しかし，痕跡地点が海岸線から離れており，陸上にあが

ってから次第に幅が狭くなる地形であるため，再現には遡上計算を要する。そこで，10m
格子を用いた遡上計算を実施する（図 3.2.4-5）。 

地形データは 1916 年の地形図を基に作成した。ただし，1916 年の地形図は 20m 間隔の

等高線になっているため，10m の等高線は最新の地形図を参考に設定した。 
 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.4-5 計算格子分割と 10m 格子内に設定した地形（破線の格子は 100m 間隔）  
  
詳細格子を用いた場合の計算結果を表 3.2.4-4 に示す。10m 格子を用いた遡上計算を実施

することにより，痕跡高 38.2m を上回る最大水位上昇量が得られることが確認された。 
 

表 3.2.4-4  詳細格子による計算結果と痕跡高の比較 

地点 痕跡高(m) 
最大水位上昇量(m) 

沿岸を鉛直壁とした計算 遡上計算 
320m 格子 80m 格子 20m 格子 10m 格子 

綾里白浜 38.2 21.27 28.12 34.57 40.11 

図 3.2.4-4 松尾(1933)による痕跡高
括弧内は 1896 年，括弧なしは 1933 年の痕跡高
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open

open 

open

3.3 熊野灘沿岸の評価例 

 熊野灘沿岸を対象として想定津波群による津波水位の評価例を示す。 
 
3.3.1 条件設定 

熊野灘沿岸では，最初にセグメントの組み合わせに関する検討を行う。図 3.3.1-1 に解析

領域の格子分割を示す。また，南海トラフにおける N1～N4 セグメントの基準断層モデル

パラメータおよび位置を表 3.3.1-1，図 3.3.1-2 に示す。 

 

   (a) 解析領域全体               (b)熊野灘沿岸 

図 3.3.1-1     太平洋沿岸域の格子分割 
 

 
セグメントの組み合わせには次の 10 とおりを想定し，基準断層モデルパラメータを用い

て計算することにより，試験海域と検討対象とするセグメントの組み合わせを設定した。

なお，括弧内はセグメントの組み合わせに対応する既往地震を示す。 
・各セグメント単独 → N1，N2(1944 年東南海)，N3，N4 
・既往の歴史津波における組み合わせ → N1+N2(1854 年安政東海，1498 年明応) 

 → N3+N4(1854 年安政南海，1946 年南海道)

 → N2+N3+N4(1605 年慶長) 

 → N1+N2+N3+N4(1707 年宝永) 
・連続するセグメントの組み合わせ → N2+N3，N1+N2+N3 
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表 3.3.1-1  セグメントの基準断層モデルパラメータ 

セグメント Mw 長さ

(km) 
幅

(km)
すべり

量(cm)
走向

(°) 
傾斜

角(°)
すべり

角(°) 

断層面 
上縁深さ

(km) 
N1 8.1 120 50 596 193 20 71 5 
N2 8.5 205 100 691 246 10 113 5 
N3 8.4 155 100 646 251 12 113 8 
N4 8.5 125 120 944 250 8 113 11 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.3.1-2   セグメント位置 
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3.3.2 セグメントの組み合わせの検討結果 

(1)既往津波とセグメントの組み合わせ 
南海トラフ沿いの既往地震の断層モデルを表 3.3.2-1に示す基準断層モデルによるセグメ

ントの組み合わせで表し，これに基づく津波の計算結果を各津波の痕跡高（表 3.3.2-1 に示

す資料による）と比較して図 3.3.2-1 に示す。なお，1854 年安政東海地震津波はほぼ満潮

位上に襲来しているため，実質津波高さとして，痕跡高－0.5m として評価する。 
 

凡   例 
 

図 セグメント 痕跡 対応地震 

左上 N1+N2 
□ 1854 年安政東海

◇ 1498 年明応 

右上 N3+N4 
△ 1854 年安政南海

× 1946 年南海道 
左中 N1+N2+N3+N4 ○ 1707 年宝永 
右中 N2 ▽ 1944 年東南海 
左下 N2+N3+N4 ＋ 1605 年慶長 

 
図 3.3.2-1   セグメントの組み合わせを考慮した最大水位上昇量と既往津波の痕跡高との比較 
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表 3.3.2-1   既往地震のセグメントの組み合わせと痕跡資料 
対象地震 セグメントの組み合わせ 対象とした痕跡資料 

1498 年明応地震 N1+N2 地震予知総合研究振興会 (1982) 
1605 年慶長地震 N2+N3+N4 萩原編(1995) 
1707 年宝永地震 N1+N2+N3+N4 羽鳥(1974,1976,1977a,1977b,1979,1980,1981,1985,1988)
1854 年安政東海地震 N1+N2 羽鳥(1974,1976,1977a,1978,1980) 
1854 年安政南海地震 N3+N4 羽鳥(1974,1977b,1979,1980,1981,1985,1988) 
1944 年東南海地震 N2 羽鳥(1975b,1980) 
1946 年南海道地震 N3+N4 渡辺(1998)， 羽鳥(1974,1977b,1979,1980) 
 
(2)セグメントの組み合わせの選択 

図 3.3.2-2 にセグメントの組み合わせによる検討結果を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.3.2-2  セグメントの組み合わせに対する最大水位上昇量の変動 

 
セグメントの組み合わせに関する計算結果の特徴として， 

・関東～東海沿岸     ：N1＋N2 が大きい 
・熊野灘沿岸       ：N2＋N3 が大きい 
・紀伊半島西部から四国沿岸：N3＋N4 が大きい 

等があげられる。 
セグメントの組み合わせに関する最大水位上昇量を上回る痕跡高が多数みられ，痕跡地点数も

豊富にあることから，熊野灘沿岸域を試験海域とし，N2＋N3 の組み合わせを想定津波の基準モ

デルとする。 

N2＋N3 で最大水位上昇量の出現した痕跡地点数は 34 地点であり，これを概略パラメータスタ

ディの対象地点とする。 
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灰色の部分が基準断層モ

デルの基準位置を示す 

3.3.3 概略パラメータスタディの結果 

計算ケースの設定は次のとおりとした。 
・走向直交軸方向の位置移動に関するパラメータスタディでは，断層はプレート境界面に沿うもの

として断層面上縁深さも変化させる。 
・基準断層モデルにおいて， 

N2 セグメントの傾斜角は 10°， 

断層面上縁深さは 5km 

N3 セグメントの傾斜角は 12°， 

断層面上縁深さは 8km 

断層面上縁深さ d が，N2，N3 セグメント                           

それぞれ独立に，1.5km 間隔で 

   0.5，2.0，3.5，5.0，6.5，8.0，9.5 km       7×7＝49 ケース 

d=1.5km に相当する水平移動距離は， 

N2 セグメント       8.51km 間隔 

N3 セグメント       7.06km 間隔 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
 
 

 
図 3.3.3-2  N2＋N3 セグメントの概略パラメータスタディにおける断層位置 
 

図3.3.3-3に概略パラメータスタディの計算結果を示す。計算結果によると，N3のd = 9.5km の

場合に最大水位上昇量となるケースが多い。 
 

 

 

図 3.3.3-1  位置移動の考え方 
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図 3.3.3-3 概略パラメータスタディの結果による最大水位上昇量の包絡線と基準位置における

基準断層モデルの最大水位上昇量および最大痕跡高との関係 
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図 3.3.4-1   パラメータスタディによる最大水位上昇量の変動 

3.3.4 詳細パラメータスタディの結果 

詳細パラメータスタディは，概略パラメータスタディで実施した計算ケースのうち，以

下の 2 ケースを基準断層モデルとする。 
① N2 の d = 0.5km，N3 の d = 9.5km 

7 つの痕跡記録地点で最大水位上昇量が出現している 
② N2 の d = 5.0km，N3 の d = 9.5km 

 6 つの痕跡記録地点で最大水位上昇量が出現するとともに，概略パラメータスタ

ディモデル対象地点のうちの最大痕跡高地点を含む 
詳細パラメータスタディの対象地点は，上述した 13 地点とする。これらの 2 ケースにお

ける N2 セグメントに対し， 
・断層傾斜角δ：5°, 7.5°, 10°, 12.5°, 15° 
・走向θ：基準, 基準±10° 
・すべり角λ：λ，λ±10°(λは基準断層モデルの運動方向に一致するように走向，傾斜

角より計算) 
と設定した。N3 セグメントに関しては，概略パラメータスタディで設定された位置（断層

面上縁深さ d = 9.5km）で基準断層モデルの値をそのまま与えた。 
詳細パラメータスタディによる最大水位上昇量の変動と断層パラメータとの関係を図 3.3.4-1 に

示す。また，図 3.3.4-2 には基準断層モデルに対するパラメータスタディによる最大水位上昇

量の推移を示す。 
図 3.3.4-2 によると，いずれの地点でも最大水位上昇量は痕跡高を上回っている。 

Hmax：パラメータの変動範囲

における最大水位上昇量

の最大値 
Hmin：パラメータの変動範囲に

おける最大水位上昇量の

最小値 
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図 3.3.4-2   基準断層モデルに対するパラメータスタディによる最大水位上昇量の推移 
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宗谷海峡
(open) 

津軽海峡
(open) 

対馬海峡 
(open) 

3.4 日本海東縁部沿岸の評価例 

 日本海東縁部沿岸を対象として想定津波群による津波水位の評価例を示す。 
 
3.4.1 条件設定 

図 3.4.1-1 に日本海の格子分割を示す。解析領域のうち北海道南部，青森県沿岸および秋

田県北部沿岸域に設定した 200m 間隔格子の汀線での最大水位上昇量を評価対象とする。

表 3.4.1-1 に基準断層モデルのパラメータを，図 3.4.1-2 に概略パラメータスタディにおけ

る断層位置の配置を示す。概略パラメータスタディは，基準断層モデルを図 3.4.1-2 のとお

り 15 カ所に設定し，それぞれの位置で図 3.4.1-3 のとおりの 8 パターン（東西位置・傾斜方向・

傾斜角）を仮定している。 

                        表 3.4.1-1 基準断層モデルパラメータ 
 
 
 
 
 
 
 

 
注）地震発生層厚さ He：15km 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
       図 3.4.1-1 日本海の格子分割 

 
                       

                                   

 

                                  

図 3.4.1-3  断層の傾斜パターンと東西方向位置   図 3.4.1-2   基準断層モデル設定位置 

Mw 7.8 
L (km) 131.1 
W (km) 15／sinδ 
d (km) 0 
D (m) 5.45 9.44 
δ (゜) 30 60 

θ (゜) 3゜，183°
20゜，200° 

λ (゜) 90 

西 東 50km 

0km 

15km 
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3.4.2 概略パラメータスタディの結果 

(1)既往津波の断層位置に基準断層モデルを設定した場合の比較 
図 3.4.2-1 は基準断層モデルによる 1 枚断層を 1983 年日本海中部地震津波および 1993 年

北海道南西沖地震津波の波源位置に設置して計算した水位と，それぞれの地震津波に対して設

定された既存断層モデル（相田(1984)による Model-10 および高橋ら(1995)による DCRC-26）に

よる計算結果を比較したものである。図中の太線が既存断層モデルの計算結果を，細線が基準断

層モデルによる結果を，黒丸が痕跡高を示している。 

1 枚断層による基準断層モデルを基にした津波の計算結果は痕跡高の分布や既存断層モデル

に基づく計算結果と良く対応している。 
＜1983 年日本海中部地震津波＞基準断層モデルの傾斜角 30゜ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜1993 年北海道南西沖地震津波＞基準断層モデルの傾斜角 60゜ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 3.4.2-1   既往津波の断層位置に基準断層モデルを設定した場合の最大水位上昇量と

痕跡高および既存断層モデルによる最大水位上昇量との比較 
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(2)概略パラメータスタディによる最大水位上昇量 
 図 3.4.2-2 に波源位置と各波源位置における最大水位上昇量分布との関係を示す。また，図

3.4.2-3 に概略パラメータスタディの結果を包絡した最大水位上昇量分布と 1983 年日本海中部地

震津波の痕跡高を比較して示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.2-2   波源位置と各波源位置における最大水位上昇量分布との関係 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.4.2-3   概略パラメータスタディの結果を包絡した最大水位上昇量分布と 
1983 年日本海中部地震津波の痕跡高との関係 
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表 3.4.3-1  基準断層モデル 

走向（゜） 3゜ 
d (km) 0 
Ｄ (m) 9.44 
δ (゜) 60 
傾斜方向 東傾斜 
λ (゜) 90 

 

Hmax : パラメータの変動範囲

における最大水位上

昇量の最大値 
Hmin : パラメータの変動範囲

における最大水位上

昇量の最小値 

3.4.3 詳細パラメータスタディの結果 

詳細パラメータスタディでは，概略パラメータスタディの計

算ケースのうち，峰浜海岸～能代周辺で最大水位上昇量                 

を形成する前面の波源（図3.4.2-2の波源位置９）を基準断層

モデルとした。モデルの諸元を表 3.4.3-1 に示す。 

上記基準断層モデルについて，同位置で以下のように断

層パラメータを変化させ，27 ケース（うち 1 ケースは概略パラメ

ータスタディで実施済み）の計算を実施した。 
 
 

 
詳細パラメータスタディの計算結果による最大水位上昇量の変動と断層パラメータとの関係を図

3.4.3-1 に示す。また，基準断層モデルのパラメータスタディによる最大水位上昇量の推移を図

3.4.3-2 に示す。 
図 3.4.3-2 における痕跡高／最大水位上昇量によると，1.0 を越えている地点がいくつか見受け

られる。このような地点に関しては，更に詳細な格子間隔を施し，計算結果の精度を向上させ，最

大水位上昇量が痕跡高を上回ることを確認しておく必要がある。 

 

 
図 3.4.3-1   パラメータスタデイによる最大水位上昇量の変動 

・断層面上縁深さｄ：0，2.5，5km 
・傾斜角δ    ： 45゜，52.5゜，60゜ 
・走向θ     ：基準，基準±10゜
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図 3.4.3-2  基準断層モデルに対するパラメータスタディによる最大水位上昇量の推移 
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3.4.4 詳細格子分割による検討 

3.4.3の検討で，水沢川河口北および大沼の 2 地点で詳細パラメータスタディの最大水位

上昇量が痕跡高より小さいため，該当箇所周辺の格子間隔を 200m から 25m へと変更して

追加計算（汀線で鉛直壁を仮定）を実施した。計算格子の変更箇所を図 3.4.4-1 に示す。 
水沢川河口北および大沼地点の詳細格子による計算結果を表 3.4.4-1 に示す。詳細な格子

設定を用いれば，両地点においても詳細パラメータスタディの最大水位上昇量が痕跡高を

上回ることが確認された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 3.4.4-1  詳細格子分割とした地点 
 

表 3.4.4-1  詳細格子による計算結果 

地  点 
1983 年痕跡高

(m) 
最大水位上昇量(m) 

200m 格子 25m 格子 
水沢川河口北 12.98 12.47 14.44 

大沼 13.75 11.90 14.47 

 

100m 以下の格子領域が変更箇所で

ある。なお，図示した領域は図 3.4.1-1
に示した領域の一部である。 
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3.5 若狭湾沿岸の評価例 

海域活断層により想定される津波水位の評価例として若狭湾沿岸を対象に示す。 
 

3.5.1 条件設定 

計算領域の格子分割と着目地点を図 3.5.1-1 に示す。若狭湾内に設定した 200m 間隔格子

の汀線上の 56 点を評価地点とする。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水位出力点（200m 格子） 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.1-1    格子分割と評価地点 

 

基準断層モデルとして，表 3.5.1-1 および図 3.5.1-2 に示す 7 断層を想定する。なお，す

べり角λは，広域応力場から推定した主圧縮軸の範囲（90～120゜；北から時計廻り）に対

し，走向，傾斜角との組み合わせにより算出している。 
パラメータスタディの方針は以下のとおりである。 

・各海域活断層に基準断層モデルを設定する。 
・地点ごとの最大水位上昇量を求めることを目的としているため，基準断層モデルパラメ

ータのうち，すべり角，傾斜角ともに高角側に着目して検討を実施する。 
・各活断層に対し，基準断層モデルパラメータのうち大きめの津波を発生させると考えら

れるパラメータを設定して津波計算を行い，評価地点に最も大きな津波を与える活断層

左図の領域 
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緯
度

経度

AF1

AF2

AF3

AF4

BF1
AF5

AF6

を抽出する（概略パラメータスタディに相当）。 
・抽出した活断層について，断層面上縁深さ等についての検討を追加的に実施し，評価地

点での最大水位上昇量を決定する（詳細パラメータスタディに相当）。 
 

表 3.5.1-1  基準断層モデルのパラメータ 

 
 
 
 
 
                          
                             
 
 
 
 
 
 
 

 

 

AF1～AF6：活断層研究会編 (1991)による。 
BF1：通商産業省工業技術院地質調査所編 (1992)による。 

 
図 3.5.1-2  基準断層モデル設定位置 
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表 3.5.2-1 抽出された
断層パラメータ 

 
断層 AF1 
Mw 7.3 

L (km) 50 
W (km) 15／sinδ
d (km) 0 
D (m) 4.16 
δ (°) 90 
θ (°) 45 
λ (°) 105 

3.5.2 パラメータスタディの結果 

(1)概略パラメータスタディ 
ここでは，最大水位上昇量を求めることを目的としているため，各活断層について，高

角側の傾斜角 67.5゜，90゜の 2 とおり，すべり角は表 3.5.1-1 で最も高角の値，断層面上縁

深さはゼロとしている。計算結果による評価地点の水位を図 3.5.2-1 に示す。 
 

図 3.5.2-1    概略パラメータスタディの結果による最大水位上昇量 

 

(2)詳細パラメータスタディ 
AF1 断層，傾斜角 90゜のケースで最大水位上昇量を示す

33 地点を対象に，詳細パラメータスタディを実施する。 
表 3.5.2-1 に示す断層パラメータをもとに，基準断層モデ

ルの範囲内でより細かな検討を実施した。 
傾斜角 ：基準, 基準－7.5゜,基準－15゜ 
すべり角：基準, 基準－15゜, 基準－30゜ 
断層面上縁深さ：0，2.5，5km 

計算結果による最大水位上昇量を図 3.5.2-2 に示す。 
 

注）断層番号は図 3.5.1-2 参照

波源位置と各波源位置における最高計算水位分布との関係

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

最
高

水
位

(m
)

BF1-67.5

BF1-90

AF6-67.5

AF6-90

AF5-67.5

AF5-90

AF4-67.5

AF4-90

AF3-67.5

AF3-90

AF2-67.5

AF2-90

AF1-67.5

AF1-90

断層番号－傾斜角（゚ ）

津
波
高
さ

(m
) 
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図 3.5.2-2  基準断層モデルに対するパラメータスタディによる最大水位上昇量の推移 
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3.6 評価例に関するまとめ 

既往最大規模の地震の基準断層モデルとパラメータスタディによる津波水位評価手法と

を組み合わせた手法を，三陸沿岸，熊野灘，日本海東縁部，若狭湾沿岸の 4 つの海域に適

用した。 

パラメータスタディは，断層位置などのより支配的と考えられる因子に関する概略的評

価を行った後，概略的な評価で最大津波を発生させたモデルについてその他の従属的な因

子に関する詳細評価を行い，最終的に最も影響の大きなモデルを抽出するという手順で行

った。 

三陸沿岸，熊野灘沿岸，日本海東縁部の評価例で示した全 185 地点における(痕跡高)／(詳
細パラメータスタディによる最大水位上昇量)の頻度分布および非超過百分率分布を図

3.6-1，3.6-2 に示す（詳細格子による検討を実施した地点については，その計算結果を採用

している）。これらの検討より， 
①既往最大津波の痕跡高は，詳細パラメータスタディによる最大水位上昇量に対し，幾何

平均で約 0.46 倍であり，最大で 0.99 倍である（図 3.6-1）。すなわち，パラメータスタデ

ィによる最大水位上昇量は既往最大津波の痕跡高に対し平均で約 2 倍の大きさになって

いる。 
②詳細パラメータスタディによる最大水位上昇量は，既往最大津波の痕跡高を 100%超過す

る（図 3.6-2）。 
などの結果が得られた。 

 

以上の結果より，本手法により得られる最大水位上昇量は，波源の不確定性によるばら

つき等が考慮できる十分大きな津波高として評価できると考えられる。 
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図 3.6-1  「痕跡高／詳細パラメータスタディによる最大水位上昇量」の頻度分布 

 

 
図 3.6-2 「痕跡高／詳細パラメータスタディによる最大水位上昇量｣の非超過百分率分布 
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